
文部科学省 総合教育政策局
男女共同参画共生社会学習・安全課
障害者学習支援推進室

障害者の生涯を通じた
多様な学習活動の充実について



「障害者の生涯学習」に取り組む
きっかけ①

○２００６年（平成１８年）国連総会で「障害者権利条
約」が採択
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○２０１４年（平成２６年）「障害者権利条約」の批准

条約の批准に向けて、国内法を整備

障害者基本法の改正（H23）

障害者差別解消法の制定（H25） など



○障害者権利条約 （抜粋）

第二十四条 教育

1 締約国は、教育についての障害者の権利を
認める。締約国は、この権利を差別なしに、か
つ、機会の均等を基礎として実現するため、障
害者を包容するあらゆる段階の教育制度及び
生涯学習を確保する。

（略）
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「障害者の生涯学習」に取り組む
きっかけ②

『子供たちは、特別支援学校を卒業した後に、
学びや交流の場がなくなってしまう』
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・・・平成２８年10月 当時の文部科学大臣が
特別支援学校を視察した際に聞いた保護
者からの不安の声



⇒ 障害者の学習活動の支援に関わった経験が「ある」と
回答した公民館等は14.5％しかない

85.5%
「ない」

14.5%
「ある」

◇学校卒業後の障害者の状況 ※H28学校基本調査より

⇒ ９０％以上が就職又は障害福祉サービス利用へ進む

◇障害者本人 の意識、ニーズ ※平成３０年度 障害者本人への調査より

◇社会教育施設 等の状況 ※平成３０年度 社会教育施設等に対する調査より

⇒ 80％以上が学習機会の充実を重要と考えている

⇒学校卒業後の障害者の多くは社会に出るが、障害者本人
に学びの意欲があっても、周囲に学びの機会が不足

当時の状況
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障害者の生涯学習政策の展開
2017年～（障害者学習支援推進室 開設後）

2017年
（H29）

2018年
「有識者会議」設置
〔報告書〕推進の方向性
推進方策の提案

2018年
「実践研究事業」
開始
地域における学習プ
ログラム実施体制の
整備を開始

2020年
都道府県
コンソーシアム
構築を追加
都道府県における
基盤整備を推進

2021年
地域連携による
学習機会創出
を追加・改変
市区町村と連携した
持続可能なプログラム
創出を推進

2022年
大学等による
学習機会創出
モデル構築を追加
調査研究を踏まえ、
大学等での取組を推進

2020年
「人材育成の在り方検討会」設置
〔報告書〕身に着けるべき専門性や役割の整理
人材の育成・活躍を促進するための方策

2017年
「調査研究」開始 障害当事者・地方自治体・社会教育施設の実態把握をはじめ、対象・テーマ設定による調査を実施

2020年

大学等

2021年

重度重複障害

本人家族

生涯学習提供団体

2023年

特別支援学校、

公民館

生涯学習センター等

※H29 ・30年度

 のFU含む

2019年

図書館

博物館

青少年教育施設等

2018年
公民館
生涯学習センター
障害者本人家族

2022年
都道府県
市町村
障害者本人家族
※H29・30年度 
 のFU含む

2017年
都道府県
市町村
特別支援学校

障害者基本計画 第4次（H30～）第5次（R5～）に「生涯を通じた多様な学習活動の充実」が明記

教育振興基本計画 第3期（H30～）第4期（R5～）に「障害者の生涯学習の推進」が明記

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

2024年 37団体2018年 18団体

2019年
共に学び、生
きる共生社会
コンファレンス
の開催
地域の学びの場づ
くりの充実
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2017年４月
「障害者学習
支援推進室」
設置
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○ 国、地方公共団体、特別支援学校、大学、民間団体など
が役割分担し、多様な学びの場づくりを推進

○ 教育、福祉、労働等の分野の取組と連携の強化が重要

有識者会議最終報告のポイント
「障害者の生涯学習の推進方策について―誰もが、障害の有無にかかわらず共に学び、生きる共生社会を目指して― （報告）」

取り組むべき施策

○ 誰もが、障害の有無にかかわらず共に学び、生きる共生
社会の実現

○ 障害者の主体的な学びの重視、個性や得意分野を生か
した社会参加の実現

目指す方向性
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文部科学省がこれまで実施した下記の調査から、地方公共団体
（都道府県・市区町村）、特別支援学校、社会教育施設（公民
館・生涯学習センター等）における障害者の生涯学習の取組の
進捗を確認

障害者の生涯学習の推進状況
～調査研究結果からの考察～

●H29年度 障害者の生涯学習活動に関する実態調査

●H30年度学校卒業後の障害者が学習活動に参加する際の阻害要因・促進要因等に関する調査研究

●R4年度 地方公共団体及び障害者本人を対象とした実態調査

●R5年度 生涯学習を通じた共生社会の実現に関する調査研究
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H29 R4

都道府県 31.4％ 95.1％

市区町村 16.0％ 59.4％

■行政計画に「障害者の生涯学
習」について記載がある

H29 R4

都道府県 54.3％ 84.6％

市区町村 25.5％ 64.9％

■障害者の生涯学習活動に関す
る情報提供をしている

地方公共団体（都道府県・市町村）

9

H29 R4

都道府県 28.6％ 2.4％

市区町村 75.6％ 40.9％

■学校卒業後の障害者が生涯学習活
動として取り組める講座・プログ
ラムについて

実施して
いない

都道府県の取組は順調
に進捗している…？
市区町村に波及できてい
ない状況も。



社会教育施設（公民館・生涯学習センター等）

H30 R5

14.5％ 32.8％

■障害者への学習支援
の経験がある

H30※1 R5※2

障害者を主な対象
とした講座等

4.2％ 3.3％

一般市民を対象
にした講座等へ

に障害者が参加可能
10.1% 9.0%

■障害者が参加できるプログラムがある

※1「学習活動の支援経験がある(14.5％)」のうち「障害者のみを対象とし
た事業・プログラムの経験あり(10.3%)」と「障害の有無にかかわらず
参加可能なプログラムの経験あり(69.3%)」の割合から計算

※2 R5年度調査では、R4年度の実績による回答
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H30※1 R5※2

5.6％ 3.8％

■担当者がいる
（専任・併任問わず）

※1 「いる / いない」の2択
※2 「専任 / 兼任」の回答を合算

【専任0.3％ / 兼任3.5%】
コロナの影響が大きいと思わ
れるが、改善に向けた取り組
みが必要な状況！



文部科学省が実施した下記の調査から、大学等における障害者
の生涯学習の取組（オープンカレッジ）の状況を確認

障害者の生涯学習の取組
～調査研究結果からの考察～

●令和２年度 大学等が開講する主に知的障害者を対象とした 生涯学習プログラムに関する調査
※主に知的障害者を対象としたオープンカレッジを問うを行う国公私大（40校）についてアンケート

調査を実施
※コロナ禍により開講を中止した場合には直近の状況を回答
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■参加者の年齢層

大学等のオープンカレッジの状況

12

⇒中・軽度知的障害、発達障害のあ
る当事者の参加を対象としている
ものが多い。

■参加者の障害の程度

⇒学校卒業後の若い世代が多く、年
齢が上がるにつれて参加者は少な
くなる。



■開催場所 ■講座を開催する目的

大学等のオープンカレッジの状況
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⇒大学等の施設を活用して取り組ん
でいる。

⇒障害者への学習機会の提供、地域
貢献・地域連携を目的としている
ほか、学生の教育という回答も多
く見られる。



■運営上の課題 ■連携する大学等の有無

大学等のオープンカレッジの状況
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⇒職員・スタッフの確保や予算、引
き継ぐ教職員不足が課題

⇒単独で実施しているケースが多い。

リソース（人材・予算）の不測を
カバーするためネットワークづく
りが必要！



学校卒業後における障害者の学びの支援推進事業

現状・課題

１．生涯学習を通じた 共生社会の実現に関する調査研究 ３百万円（３百万円）
  テーマ別の調査研究を実施し、障害者の生涯学習に関する現状分析、課題整理を行う。

例：地方公共団体及び障害者本人を対象とした実態調査（R4）、重度重複障害児者等の生涯学習に関する実態調査（R3）など

事業内容

令和6年度予算額 1.36億円

（前年度予算額 1.41億円）

２．地域における持続可能な学びの支援に関する実践研究 108百万円（116百万円）
 課題解決に資する実践研究を実施。都道府県レベルの持続的な体制整備、市区町村と民間団体等との連携及び大学等による多様なプログラムの開発・実証を

支援し、好事例やノウハウを蓄積する。

・障害当事者にとって、生涯学習機会が少ない。どのような学習があるか知らない。

・自治体における障害者の生涯学習活動のため持続可能な体制が整っていない。

・障害/障害者の学びに関する理解を深めていくことが必要。

・「合理的配慮」の義務化（改正差別解消法）、「情報保障」の確保の法制化（情コミュ法・読書バリアフリー法）

３．普及・啓発活動の強化 24百万円（22百万円）

「誰もが、障害の有無にかかわらず共に学び、生きる共生社会」を実現する。

（３）大学・専門学校における生涯学習機会創出・運営体制のモデル構築
・大学等における専門性を活用した学習プログラムの研究・開発
・学生の参画による、若年層への障害理解を推進するプログラムの実施

単価：150万円/件 件数：６箇所 対象：大学、専門学校

（２）地域連携による障害者の生涯学習機会の拡大促進
・市区町村と民間団体等の連携による多様な学習プログラムの開発・実施
・重度重複障害者向けの訪問型学習プログラムも対象

単価：130万円/件 件数：30箇所 対象：市区町村、民間団体等

② 自治体への調査
障害者の生涯学習に関するコー
ディネーターがいる。*

都道府県 46.3%
市区町村 16.１%

＊参考：平成29年度調査
都道府県 2.9% 市区町村 4.2%

① 障害当事者の声（アンケート調査）

・生涯学習機会が「十分にある」・「ある程度ある」 38.２%*

・現在生涯学習に取り組んでいる    20.7%

・生涯学習に取り組んでいない理由：
どのような学習があるのか、知らない

＊参考：平成30年度調査：「とてもある」「ある」 34.3%

55.8%

「障害者の生涯学習活動に関する実態調査～地方公共団体及び障害者本人を対象とした実態調査～
」（令和４年度）

合理的配慮/情報保障による
学習プログラムの実証も実施

生涯学習プログラムの開発・実施

（１）地域コンソーシアムによる障害者の生涯学習支援体制の構築
・都道府県（指定都市）におけるコンソーシアム形成。都道府県（指定都市）が
中心となり、大学や特別支援学校、社会福祉法人、地元企業等が連携構築

単価：620万円/件 件数：10箇所 対象：都道府県、指定都市

ゴール

担当：男女共同参画共生社会学習・安全課

実践研究

現状分析・
課題整理

障害者の生涯学習活動を拡げるため、1.の調査結果や2.の実践研究の成果を発信/水平・垂直展開するコンファレンス等を実施するとともに、アドバイザーの派遣を行う。

(3)アドバイザー派遣
全国における障害者の生涯学習の活動を支援するため、
新たに取組を実施・検討しようとする団体等に対して、要請
に応じて、障害者の生涯学習推進に関する様々な知見を有
する人材をアドバイザーとして現地派遣等を行う。

(1)障害者参加型フォーラム
障害の有無にかかわらず、共に学び、生きる共生社会の
実現に向け、障害当事者・関係者等の参画を得て、障害者
の学びに関係するテーマ（先進的な学習プログラムやICT
を活用した学び、読書バリアフリーなど情報保障等）にて対
話を行うフォーラムを開催する。

普及・啓発
(2)共生社会コンファレンス

障害者の学びの場の充実を目指し、障害者本人による学びの
成果発表等や学びの場づくりに関する好事例の共有、障害者の
生涯学習活動に関する研究協議を行う「共に学び、生きる共生
社会コンファレンス」を全国各地域ブロックで開催。来年度より、
障害種別や実施主体別等のテーマ型コンファレンスも開催。

新たな課題と
テーマの発掘

持続的な体制整備
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令和６年度「学校卒業後における障害者の学びの支援推進事業」

● 一般社団法人
 スナフキン・アンサンブル

◆ 兵庫県教育委員会

◆ 北海道教育委員会
● 医療法人稲生会

◆ 秋田県教育委員会
● 秋田県大館市
● 社会福祉法人北杜

◆ 宮崎県

◆ 大分県教育委員会

◆ 東京都教育委員会
● NPO法人障がい児・者の学びを保障する会
● 一般社団法人みんなの大学校
● にじメディア制作委員会
● 特定非営利活動法人障がい者スポーツクラブ

 HIMAWARI
● 一般社団法人眞山舎
● 株式会社 CMU Holdings
● 重度障害者・生涯学習ネットワーク

▲ 国立大学法人愛媛大学
● 包摂の新しい学び創造委員会

▲ 高知県公立大学法人
高知県立大学

◆ 宮城県教育委員会
◆ 仙台市

● 社会福祉法人一麦会
● 有限会社ViVifala島ゆかこ

● 愛知県犬山市

▲ 国立大学法人静岡大学
● 一般社団法人ASOBI

● 相模原市
● 特定非営利活動法人ピープルデザイン研究所
● 特定非営利活動法人藤沢市民活動推進機構

３７団体

◆地域コンソーシアムによる障害者の
生涯学習支援体制の構築（９団体）

●地域連携による障害者の生涯学習
機会の拡大促進（２１団体）

▲大学・専門学校等における生涯学習
機会創出・運営体制のモデル構築
（７団体）

▲ 公立大学法人長野大学
● NPO法人LomiLomiどっとこむ

 ソーシャルコミュニケーション
 カレッジSCC松本校

▲ 学校法人金蘭会学園
千里金蘭大学 ▲ 放送大学学園

▲ 学校法人船田教育会
作新学院大学・作新学院大学短期大学部

◆ 石川県教育委員会

● 一般社団法人ケアの方舟
 訪問カレッジ「Be Prau」
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その他

事業名 Base・Visit・Satelite 型による生涯学習の開催による参加の機会の拡大と「深い」学びの実現

事業の趣旨・目的

別添9-2（別紙１） 取組概要  大学・専門学校等における生涯学習機会創出・運営体制のモデル構築

事業実施体制・連携先

事業内容

事業終了後の目指す方向性

団体名 国立大学法人 静岡大学（所在地：静岡県静岡市駿河区大谷836 ）

①就学期の生徒が「学校外」での学びや異年齢の人たちとの学びを経験するこ
とで、生涯学習への関心や意欲を高め、将来的な参加を促進することができる
②オンデマンドラーニングを活用した学びを経験することで、多様な学び方の
一つとして熟達化することができる
③高校生・大学生の学びのパートナー（ボランティア）を育成することで、互
恵関係的な学びを可能にし、将来的なパートナーと成り得る人材を育成する

◎企画・運営・運営協議会の実施・教材開発・調査研究
静岡大学教育学部山元研究室 yamamoto.kaoru@shizuoka.ac.jp
静岡県障害者就労研究会 Shizuoka.dws@gmail.com

◎学びのパートナー育成
静岡大学教育学部山元研究室・本事業に関わるコーディネーター

◎協力者 静岡県教育委員会、静岡市教育委員会、特例子会社連絡協議会

１．大学で学ぼう（知的障害者を対象とした生涯学習の実施）

（１）大学で学ぼう実施形態（図１参照）

①Base型：これまで静岡大学で開催してきた「大学で学ぼう」を継承して開催

②Visit型：中学校、特別支援学校、特例子会社に訪問して生涯学習を実施する（訪問して開催））

③Satelite型：各場所で学んでいた参加者が一か所に集合して発展的な学びを経験する（多様な参加者を募集）

（２）学び方の工夫 ※その他の昨年度の実施の状況を参照

①プレ動画の配信＋対面授業＋振り返り動画配信（図２参照）

②グループ活動の工夫（参加者と学びのサポーターの協働的な学びの実現）

２．学びのサポーター（ボランティア）の育成

大学で学ぼうにおいて、参加者同士が互恵関係の中で学ぶことができるようにどのようにお互いがに認め合

って、支え合って学ぶのかを事前に共通理解をする

３．調査研究

（１）先進実践の視察及び調査（２）県内生涯学習の実施状況の調査

図1．Base型・Visit型・Satelite型大学で学ぼうの関係性

図２．授業形態及び動画い配信の仕組み

(1)「学校外」で実施される生涯学習への関心の高まりと参加経験の拡大により「生涯学
習」への関心が高まる
(2)多様な学び方の開発（主体的な学習者になるために多様な学び方を学ぶ）

オンデマンドを活用した学びと協働的学びの経験の拡大と熟達化することで、結果的
に自分にあった学び方を見つけたり、様々な生涯学習の場に参画できる
(3)互恵関係的な学びを可能にする学びのパートナー（ボランティア）の拡大

静岡県障害者就労研究会HPで「大学で学ぼう」の実績をアップしています。
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Visit型SDGs「水資源」アンケート

静岡県障害者就労研
究会HPより、事前動
画を配信し、参加者
が自分の意見を持ち
ながら、対面型授業
でディスカッションしな
がら学びを深めます
！

Visit型

Base

型
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その他

事業名 インクルーシブ・プログラム開発事業

事業の趣旨・目的

・大学の場を活用した、障害の特性に配慮した若者世代の学びや交流、
仲間づくりを促進するための開発と実践
・教育や福祉等の連携による、学びや交流のための推進体制の検討
・共生社会の実現に向け、理解促進のための情報発信や啓発活動

別添5-2（別紙１） 取組概要  地域連携による障害者の生涯学習機会の拡大促進

事業実施体制・連携先

事業内容

事業終了後の目指す方向性

相模原市（所在地：神奈川県相模原市）

連携協議会の構成員：コーディネーター、プログラム開発参加協力者代表（勤労
青年・学生）、相模女子大学、信州大学、東京学芸大学、支援学校、インクルー
シブ教育実践推進校、相模原市社会福祉事業団、民間福祉事業所、相模原市
教育委員会（教育センター、青少年相談センター、生涯学習課）、相模原市（ス
ポーツ推進課、高齢・障害者福祉課）

再委託先：相模女子大学

発達障害や知的障害の若者に対するインクルーシブな学びや交流のためのプログラム開発に取組む。
なお、プログラム開発の部分は相模女子大学に再委託し、相模原市は啓発講座や連携協議会の開催を担う。

○インクルーシブ生涯学習プログラム
若者なら誰でも参加できる「オープン・セミナー（大学で学ぶ楽しみ発見セミナー）」（全４回）と、就労している発達・知的障害者と相模女子大学学生
の固定メンバーによるクローズドな「ゼミ活動」（全８回）で構成する。

○エンパワメント・プログラム
当事者が主体となり、セミナー運営、リサーチ活動、メディア活動の３本柱で構成する。メディア活動（全７回）は「みんなが楽しめるセミナーとは」を
テーマに開催するリサーチ活動（全１０回）を取材し、制作した動画を通して生涯学習プログラムの魅力を社会に向け発信する。

○啓発講座
就労だけではなく余暇や生涯学習の機会が重要であるという考えを広く周知し、「生涯学習（学び）」の必要性を伝えることを目的に、
中高生や若者、保護者、教員等に向けた講座を開催する（全２回）。

○連携協議会
発達障害や知的障害の若者にとっての生涯学習の意義について、当事者（勤労青年と学生）を交えて意見交換を行う（全３回）。

１）当事者の主体性を尊重する活動モデル
２）発達障害や知的障害の子どもを育てる家族、教育・福祉
関係者への啓発

３）大学の場を活用した生涯学習モデルの普及

【R5成果報告書】

行政と大学の連携・協働を
通じたインクルーシブ生涯
学習プログラムの開発

【動画（2023年度)】 【相模女子大学HP】
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目的

相模原市「インクルーシブ・プログラム開発事業」

※写真：「文部科学省HP『令和5年度「学校卒業後における障害者の学びの支援推進事業』について」成果概要より
https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/gakusyushien/1418341_00005.htm

・大学の場を活用した、障害の特性に配慮した若者世代

の学びや交流、仲間づくりを促進するための開発と実践

・教育や福祉等の連携による、学びや交流のための推進

体制の検討

・共生社会の実現に向け、理解促進のための情報発信や

啓発活動

○インクルーシブ生涯学習プログラム

若者なら誰でも参加できる「オープン・セミナー（大学で学ぶ楽しみ
発見セミナー）」（全４回）と、就労している発達・知的障害者と相模
女子大学学生の固定メンバーによるクローズドな「ゼミ活動」（全８
回）で構成する

○エンパワメント・プログラム

当事者が主体となり、セミナー運営、リサーチ活動、メディア活動の
３本柱で構成する。メディア活動（全７回）は「みんなが楽しめるセミ
ナーとは」をテーマに開催するリサーチ活動（全１０回）を取材し、制
作した動画を通して生涯学習プログラムの魅力を社会に向け発信
する

主な事業
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790 831 864 887 767 789 823 810 
1,917 1,951 1,972 1,980 1,798 1,852 2,005 2,255 

2,659 2,555 2,478 2,391 1,901 1,837 1,983 1,838 

393 462 485 505 
311 438 478 552 

9,388 10,443 11,151 12,374 

10,720 
11,830 

13,529 
15,181 

4,148 
5,174 

6,047 
7,065 

7,654 
8,698 

10,288 

11,706 
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8,289 
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その他の障害

精神障害

発達障害

病弱・虚弱

重複

肢体不自由

聴覚・言語障害

視覚障害

計5,404
計6,235

計7,103
計8,810

計10,236

計14,127

計13,449 計21,703

計27,256

計31,204

計33,812

計11,768

（各年５月１日現在）

※1 本調査における「障害学生」とは、「身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳及び療育手帳」を有している学生又は「健康診断等において障害があることが明らかに
なった学生」をいう。

※2 「病弱・虚弱」とは、慢性の呼吸器疾患、腎臓疾患及び神経疾患、悪性新生物その他の疾患の状態が継続して医療又は生活規制を必要とする程度のもの、並びに身体
虚弱の状態が継続して生活規制を必要とする程度のものをいう。

※3 「精神障害」は平成27年度よりカテゴリーとして独立。平成26年度までは「その他」に含む。（平成24年度から「その他」の内訳を調査（平成26年度の「その他」
3,144人中、精神疾患・精神障害は2,826人、慢性疾患・機能障害は247人、知的障害46人、それ以外25人））

※4 グラフの数値には、「大学」「短期大学」「高等専門学校」における人数を含む。ただし、研究生、科目等履修生、聴講生及び別科生は含まない。

障害のある学生の在籍者数

出典：令和５年度大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の修学支援に関する実態調査（日本学生支援機構）

計 35,341

計37,647

（人）

※10年間で約4倍

計 40,744

計 58,141
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計 49,672
✓ 大学等の障害のある学生の在籍率1.79％
 （令和5年度日本学生支援機構調査）

✓ 国民の約9.2％が何らかの障害を有している

（令和5年度障害者白書）

✓ 米国の高等教育機関に在籍する障害のある
学部生の在籍率20.5％

 （検討会報告「第三次まとめ」）



最後に・・

○学校卒業後の障害者の学びの場の充実を進めるため

には、多様な連携が重要（地域と大学の連携、教育と福

祉の連携・・・）

○地域貢献は大学の重要なミッション。特に移行期にある

障害者の職場や家庭以外の第三の居場所として、大学

等のリソース（施設・人材）を活用した学びの場づくりが

全国に広がることを期待

ご清聴ありがとうございました
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